
（参考）

１. 地⽅税法（昭和25年法律第226号）第389条第１項第１号に該当する資産は「第１号該当資産」欄、同項第２号に該当する資産は「第２号該当資産」欄にそれぞれ記載すること。
なお、「第１号該当資産」とは、鉄道及び軌道に係る⾞両、索道に係る搬器、航空機並びに船舶をいうものであり、「第２号該当資産」とは、鉄道⼜は軌道事業の⽤に供する償却資産
（⾞両を除く。）、ガス事業に係る償却資産（ガス導管、整圧器⼜はガスメーターに限る。）、電気事業の⽤に供する償却資産、道路事業の⽤に供する償却資産、電気通信事業の⽤に供
する償却資産、天然ガスの採取⼜は輸送の⽤に供する償却資産、⽔道⼜は⼯業⽤⽔道の⽤に供する償却資産、索道事業に係る償却資産（搬器を除く。）、送⽔管に係る償却資産、原料運
搬施設に係る償却資産及びその他の償却資産をいうものであること。

２. 該当する資産が無い場合でも、「対象資産の有無」欄に「該当なし」と記載して提出すること。
３. 「資産の区分」欄は、プルダウンリストから「第１号該当資産」または「第２号該当資産」を選択すること。
４. 「資産の種類」欄は、プルダウンリストから選択すること。
５. 「所有者」欄には、通称⼜は略称等ではなく、正式な名称を記載すること。
６. 「告⽰での表記案（船舶・航空機は記載の必要なし）」欄及び「【変更後】告⽰での表記案（船舶・航空機は記載の必要なし）」欄は、告⽰に掲載する⽂⾔（別添の指定告⽰管理⼀覧表

における「所有者」列にあたる）の案を記載すること。
７. 船舶については、「資産の名称」欄に船舶番号、船舶名及び総トン数を記載すること。また、新規指定・指定変更を要するものについては、船舶検査証書⼜は船舶国籍証書の写しを添付

すること。
共有船舶については、「所有者」欄に共有者を代表する者の名称等を記載し、「備考」欄にその他の共有者の名称等をすべて記載すること。

８. 総務⼤⾂が価格等を決定すべき船舶とは、総トン数500トン以上（知事配分を除く）で２以上の都道府県にわたって使⽤されるもの及び、総トン数500トン未満で⼆以上の都道府県にわ
たって定期的に使⽤されるものであることに留意すること。また、総トン数500トン未満の船舶で、⼤⾂配分資産として新たに指定を要するものについては、７．記載の書類のほか、⼆
以上の都道府県にわたって定期的に使⽤されるものであることが分かる資料を添付すること。

９. 航空機については、「資産の名称」欄に登録記号を記載するとともに、航空機登録証明書の写しを添付すること。
１０. 鉄道及び軌道に係る⾞両については、「資産の名称」欄に⾞両の形式及び⾞両番号を記載すること。
１１. 新規指定、指定取消⼜は指定変更の理由及び前年までの申告先等は、「備考」欄へ簡潔に記載すること。

また、過年度に遡って指定を要する資産については、「報告遅延の理由」欄に理由を記載するとともに、遡及する年度と判明経緯を「備考」欄へ詳細に記載すること。
１２. 船舶・航空機以外で、新たに指定を要する資産については、所有者が⾏っている事業の概要がわかる資料及び⼆以上の市町村にわたって使⽤される、または所在していることが分かる資

料等を添付すること。
１３. 別表２−１、２−３においては、「所有者の連絡先」欄に住所及び電話番号を記載すること。なお、共有船舶については、共有者を代表する者の住所及び電話番号も記載すること。
１４. 「報告遅延の理由」欄については、本照会の提出期限の後に報告する場合（報告済の内容の変更を含む）に、プルダウンリストから選択すること。

プルダウンリストに該当する理由が無い場合は、「その他（備考に記載）」を選択し、備考欄に理由を記載すること。

１. PDF等に変換せず、エクセルファイルのまま提出すること。
２. ⾮表⽰のシートも含め、いずれのシートも削除しないこと。
３. プルダウン選択で⼊⼒するセルに、プルダウンリスト以外の内容を⼊⼒しないこと。
４. ⾏が不⾜した場合は、追加して記載すること。
５. 提出の際は、ブックやシートに保護をかけないこと。

様式エクセルの取扱

記載上の注意



（参考）

都道府県名 00_■■県
対象資産の有無 該当あり

資産の区分 資産の種類 所有者 資産の名称
告⽰での表記案

（船舶・航空機は記載の必要なし）
関係市町村 報告遅延の理由 備考

第１号該当資産 船舶 A有限会社 000000：○○丸（800トン） ○○市、××村 R7までは○○市へ市町村申告。
第１号該当資産 航空機 株式会社B JA0000 ○○市、××村 外国から購⼊。R8から初申告。

第２号該当資産 電気事業 C株式会社 太陽光パネル
C株式会社（■■県内の⼆以上の市
町村にわたって所在する発電設備に
係るものに限る。）

○○市、××村 新設のため、R8から初申告。

第２号該当資産 電気通信事業 C株式会社 光ケーブル
C株式会社（■■県内の⼆以上の市
町村にわたって所在する通信ケーブ
ルに限る。）

○○市、××村 新設のため、R8から初申告。

第２号該当資産 電気通信事業 D株式会社 放送ケーブル
D株式会社（■■県内の⼆以上の市
町村にわたって所在する通信ケーブ
ルに限る。）

○○市、××村 資産を把握できていなかった。

R2.5⽉に完成し、R2.6⽉に事業供⽤開始。
R3に遡って指定を要する資産。
R7.7⽉に、所有者からの報告により判明。
R3からR7申告では、○○市のみに申告。

別表１−１ 都道府県知事が価格等を決定すべき固定資産に関する調（新たに指定を要するもの）

同じ所有者であっても、「資産の種類」が異なれば、
⾏を分けて記載してください。

船舶は「船舶番号：船舶名（総トン数）」のように記載願います。
（例）000000：○○丸（800トン） 航空機は登録記号を記載願います。

記載例

遡って指定を要する場合は、何年に遡って指定する必要があるか、報告に⾄
るまでの経緯、前年までの申告先について記載願います。



（参考）

都道府県名 00_■■県
対象資産の有無 該当あり

資産の区分 資産の種類 所有者 資産の名称 関係市町村 報告遅延の理由 備考
第１号該当資産 船舶 A株式会社 123456：XX丸 ○○市、××村 外国に売却。

第２号該当資産 ガス事業 Bガス株式会社 ガス管 ○○市、××村 ガスの本管が⼀部除却され、２以上の市町村にわ
たる所在ではなくなった。

第２号該当資産 電気通信事業 Cネット株式会社 通信ケーブル ○○市、××村
ケーブルの増設に伴い、「県内の２以上の市町村
にわたる所在」から「２以上の都道府県にわたる
所在」となり、⼤⾂配分資産に移⾏予定。

別表１−２ 都道府県知事が価格等を決定すべき固定資産に関する調（指定の取消を要するもの）

記載例



（参考）

都道府県名 00_■■県
対象資産の有無 該当あり

資産の区分 資産の種類
【変更前】
所有者

【変更前】
資産の名称

【変更後】
所有者

【変更後】
資産の名称

【変更後】
告⽰での表記案

（船舶・航空機は記載の必要なし）
関係市町村 報告遅延の理由 備考

第１号該当資産 船舶 A株式会社 123456：XX丸 B株式会社 123456：YY丸 R6年４⽉にA株式会社からB株式会社へ売却。

第２号該当資産 ガス事業 Cガス株式会社 Xガス株式会社
Xガス株式会社（■■県内の⼆以上
の市町村にわたって所在するものに
限る。）

第２号該当資産 ガス事業 Dガス株式会社 Xガス株式会社
Xガス株式会社（■■県内の⼆以上
の市町村にわたって所在するものに
限る。）

第２号該当資産 ガス事業 Eガス株式会社 Xガス株式会社
Xガス株式会社（■■県内の⼆以上
の市町村にわたって所在するものに
限る。）

別表１−３ 都道府県知事が価格等を決定すべき固定資産に関する調（指定の変更を要するもの）

法⼈の合併等の場合は、１⾏につき１者ずつ、
分けて記⼊願います。

記載例



（参考）

都道府県名 00_■■県
対象資産の有無 該当あり

資産の区分 資産の種類 所有者 所有者の連絡先 資産の名称
告⽰での表記案

（船舶・航空機は記載の必要なし）
関係市町村 報告遅延の理由 備考

第１号該当資産 船舶 A船舶株式会社
000-0000-0000
【共有者】B船舶合同会
社：111-1111-1111

123456：XX丸 ○○市、××市 新造。

第２号該当資産 鉄軌道（⾞両を除く） B鉄道株式会社 222-2222-2222 ■■ライン線
B鉄道株式会社（■■ライン線を⾛
⾏するものに限る。）

○○市、××市 新造。

別表２−１ 総務⼤⾂が価格等を決定すべき固定資産に関する調（新たに指定を要するもの）

記載例



（参考）

都道府県名 00_■■県
対象資産の有無 該当あり

資産の区分 資産の種類 所有者 資産の名称 関係市町村 報告遅延の理由 備考

第１号該当資産 船舶 A株式会社 123456：XX丸 ○○市、××村 資産を把握していたが根拠資料等が
揃わず回答に反映できなかった。

外国に売却。

第２号該当資産 ガス事業 Bガス株式会社 ガス管 ○○市、××村

別表２−２ 総務⼤⾂が価格等を決定すべき固定資産に関する調（指定の取消を要するもの）

記載例



（参考）

都道府県名 00_■■県
対象資産の有無 該当あり

資産の区分 資産の種類
【変更前】
所有者

【変更前】
資産の名称

【変更後】
所有者

【変更後】
所有者の連絡先

（住所・電話番号）

【変更後】
資産の名称

【変更後】
告⽰での表記案

（船舶・航空機は記載の必要なし）
関係市町村 報告遅延の理由 備考

第１号該当資産 船舶 A株式会社
123456：XX丸（600ト
ン）

B株式会社
××
000-0000-0000

123456：XX丸（600ト
ン）

R6.4.1にA株式会社からB株式会社へ売却。

別表２−３ 総務⼤⾂が価格等を決定すべき固定資産に関する調（指定の変更を要するもの）

記載例


